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洪水対策の体系と河川情報の共有

1)河川対策

3)危機管理対策

2)流域対策
 調節池
 雨水貯留
 浸透性舗装

 避難、水防・救助
活動の実施

 予測情報等のリ
スク情報の発表

 河道改修
 ダム建設
 排水ポンプ建設等
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 防災施設の整備
 適切な施設の

運用

 土地利用規制
 市街化調整区域
 建築規制

☆適切な河川計画と整備、土地利用計画と誘導

☆出水時等の的確な施設管理・操作

☆効果的な避難などの危機管理

☆多岐にわたる関係者間の河川情報共有

洪
水
対
策

関係者

河川管理者

流域都道府県

流域市町村

各施設管理者

各種防災機関

住民
地域コミュニティ

等

誰のための、何のための河川情報か？

洪水被害軽減のためのベストミックス 手段は問わない

地域に合ったハード・ソフト対策の「ベストミックス」による総合的防災・減災が重要
（災害の種類を問わず世界共通の災害対策の基本）

・施設の適正操作の
ための情報
・施設計画のための
情報

など

・的確な土地利用・都市
計画等のための情報
・必要な各戸対策検討
のための情報

など

・避難勧告等の情報
・リスクの現状・予測情報
・被災状況の情報

など

【河川管理者が行うデータと情報の収集・伝達】

・ 自らの河川管理・施設操作

・ 地点雨量 （国土交通省・県など）

・ 河川水位（・流量） 加工して伝える
・ レーダー雨量 （洪水予測など） ・ 防災関係機関

（・ 浸水深） ・ マスメディア

・ ダム・水門等のデータ ・ web
このまま伝える

・市町村

・ 堤防等施設被災状況
・ 氾濫・浸水状況
・ 対策状況

情報による避難・被災回避（データと情報は同じではない）

住民等

避難勧告
避難指示

（国土交通省、都道府県など）
＝

（リ
ス
ク
状
況
）

河
川
の
状
況
・
予
測

情報の伝達

状況

データ
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○我々の祖先は、平野部での農耕生活を始めて以来、河川から多くの恩恵を受けると同時に水害に悩まされて
きた。我が国の河川整備の歴史は、古くは弥生～飛鳥時代にまで遡り、近代以前の治水は、地域の共同体に
よる地先ごとの洪水防御（輪中堤・控堤等）に始まり、戦国諸侯の領土拡充のために治水技術が発展した。

茨田の堤

◆日本最古の堤防

◆淀川の中の中州状の微高
地である旧茨田郡（現在
の寝屋川市）を守るため
の輪中堤のようなもので
あったとされる

◆茨田の堤は、門真市堤根
神社に現存

４世紀（約1700年前）に仁徳天皇が難波に

遷都し、淀川下流において難波の堀江を開
削するとともに、枚方付近に茨田の堤を修
築し、淀川左岸一体の平野の氾濫を防止。

「茨田の堤」跡

信玄堤

戦国時代までは、家族単位の洪水防御とし
て、洪水が氾濫した場合の避難場所として
「水屋」を造ってきた。その後、集落全体を囲
う「輪中堤」が造られるようになり、洪水防御
が家族単位から集落単位へと発展してきた。

水屋と輪中堤

水屋

←木曽三川における
輪中堤の現状

・茨田堤
兵庫県

大阪府

奈良県

兵庫県
「茨田の堤」位置図

難波

堤内地
堤外地 堤外地

↓輪中堤のイメージ図 信玄堤

戦国時代においては、国としての統一的な
治水事業は行われなかったが、領土の概念
が濃厚となり富と武力を蓄えるため、諸侯は
洪水に対処する治水工事を積極的に行った。

武田信玄は、甲府盆地の水害を防御するた
め、釜無川に初めて霞堤を築造するとともに、
信玄堤と呼ばれる、高岩による水制を組み
合わせた堤防を整備した。

◆氾濫流を自然の岩壁（高岩）にあてて、
エネルギーを減衰

◆霞堤により洪水のエネルギーを減衰さ
せながら流下

弥生～飛鳥時代 AD. 0～800頃 平安～室町～戦国時代 AD. 800～1600頃
まんだ

河川整備の変遷(弥生～戦国時代）
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○近世に入ると、藩政時代の権力を背景に治水安全度の格差づけが行われ、江戸の太平の世において
は、人口増や土地開発の進展を背景に河川改修、灌漑などの技術が発展し、利根川の東遷などの大
規模な河川改修が行われた。

御囲堤 利根川の東遷

江戸時代には、権力を背景に「御囲堤」により治水安全度に格
差付けが行われた。

尾
張
藩

美
濃
藩

御囲堤

◆御囲堤改修
・慶長13年（1608）伊奈備前守の発意に

より着手し、翌14年に概ね完成
・築堤範囲は、木曽川左岸(犬山～弥

富)12里（約47km）

尾張藩対岸の美濃藩の堤防・護岸改修に対して
○「対岸美濃の諸堤は、御囲堤より低きこと３尺（約９０ｃｍ）たるべし」
○「尾張領御囲堤の修繕が済むまで、対岸の諸藩領分の堤の普請は

遠慮これあるべし」との不文律により、美濃側の堤防増強を抑えた。

・近世に入り、耕地面積の倍増したことにより洪水による被害も段々と激甚
化した。あわせて、生産活動の活発化に

従い、主要な交通機関として舟運の必要

性が増したことによって、江戸の町を洪水

から守りかつ舟運による交通・輸送体系の

構築等を目的とした、利根川の東遷という

大規模な治水事業が実施された。

・利根川の東遷は、その後の東京を中心

とする関東平野の発展の基礎となった。

江戸時代～ AD. 1600～1850頃

出展：写真集 利根川高瀬舟
（千葉県立大利根博物館）

利根川東遷事業
江戸時代以前の
利根川

東遷後の利根川

河川整備の変遷(江戸時代～）
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河川整備の変遷(近代～）
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○近代以降は、江戸時代における上下流対立等の経験を活かし、河川法の制定や左右岸、上下流バランスを
考慮した国による統一的な治水対策を推進するとともに、外国人技師の活躍により治水技術は飛躍的に向上
した。

中条堤の論争

左右岸、上下流バランスを考慮しながら国による統
一的な治水対策が進められてきた。

明治改修

・中条堤付近が利根川の狭窄部を形成しているため、洪水時には上流側が大遊
水地となり、下流側が防御される

・増強や維持管理について上流と下流で論争・紛争が噴出（別名『論所堤』）

・利根川の改修はⅢ期に分けられ下流より順次進められた。
・改修途上の明治４３年、利根川は明治最大の
洪水を受け中条堤が破堤。

・明治４３年の洪水を契機とし、明治４４年の
改修計画の改訂によって、上下流一貫した
連続築堤方式による治水対策を採用した。

中条堤廃止

第Ⅲ期改修
取手～芝根

第Ⅱ期改修
佐原～取手

第Ⅰ期改修
銚子～佐原

佐原
取手

中条堤

近代以降～ AD. 1900 前後
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首都圏は抜本的な治水対策に併せて発展

自らを守る
水屋・水塚

地域で守る
輪中堤

水系一環
連続堤方式・新

河川法S39

河道拡幅
堤防・護岸

遊水地
放水路

ダム
地下河川・貯留

ダム高度利用

災害の防止

経済発展等
（新田・都市拡大）

戦国 江戸 明治・大正 昭和

氾濫しても被害小
スーパー堤防・二線
堤・都市の耐水化水争い 長年月など

持続的発展
（BCP・経済リスク

評価･サプライ
チェーン）

融合

原型復旧 → 計画的投資

用地難 環境問題
（高コスト）

用地難
など

平成

洪水対策の変遷

自助意識の低下
自助意識の向上?

近くの河川水位
上流の出水状況 流域全体の観測・計画

過去雨量・水位の解析
流量管理

氾濫区域の情報・解析
避難誘導のための情報

赤字：河川関係情報の進展

洪水予測の高度化

荒川・利根川の氾濫、東京湾高潮により甚大な被害発生 広域避難の問題

○ 氾濫域は，戦後，人口・資産が高密度に集積し、地下空間も高度に利用
○ 地盤沈下により水害に脆弱なゼロメートル地帯化

（加須市右岸堤
防決壊の場合）

（赤羽の右岸堤防決壊の場合）

（最悪のケース）

ゼロメートル地帯等

（最悪のケース）

伊勢湾 東京湾大阪湾
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防災施設整備（ハード）と避難誘導等（ソフト）とは、水害対策の車の両輪

避難勧告等は、
どこかで氾濫が
始まってからの
発令が一般的

水害多発
避難の遅れが
問題になる

避難勧告等の
判断・伝達の
ガイドライン
（内閣府）

これまで 2004年 2005年
・事前には発令
・判断基準があいまい
なため混乱
結果、的確な避難が
できない

最近の状況

リレーションシップ ID rId4 のイメージ パーツがファイルにありませんでした。

2004年円山川（兵庫県）では実際に避難した人
は1割未満 リレーションシップ ID rId4 のイメージ パーツがファイルにありませんでした。

2008年岡崎市 38万人に避難勧告
1．4％が避難

浸水地域

浸水家屋 1万戸超

13

2011年9月20日 台風15号の豪雨で庄内川の水位が避難判断水位を超えて上昇
→ 名古屋市で109万人に避難勧告を出すが実際に避難したのは5千人弱

2004年までは水害発生前の避難勧告等発令の例はほとんどない (某メデイア調べ） 全国各地で避難勧告等の発令に遅れ
2004.9台風21号

避難勧告がうまく機能しはじめた例
2005.9台風14号

避難勧告・指示が出ても実際の
避難はわずか 2011.9台風15号
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住民は何故避難しないのか ～2015年9月 関東・東北豪雨～

決壊箇所

常総市役所

＜鬼怒川（茨城県）の決壊による被害状況＞

○鬼怒川では流下能力を上回る洪水となり、関東地方の国管理河川では29年ぶりに堤防が決壊。

○約40km2が浸水し、死者2名、家屋約8,800戸等の被害が発生。多数の孤立者が発生し、約4,300人が救助

○避難せずに自宅にいた理由については、「自宅が浸水する心配はないと思った」が約47％で最も多く、次いで「浸
水しても2階に避難すればいいと思った」が約１９％、「生命の危険性は感じなかった」が約15％。

[中央大学理工学部 河川・水門研究室アンケート結果]

○ 「“人は逃げないもの”という原則の前に、住民が災害に対応しようとしていない、もしくはまったく災害を意識して
いないことに対する対処が根本的に必要なのではないか。」 [水害時の避難・応急対策検討ワーキンググループ（第3回）委員発言]

＜避難せずに自宅にいた理由＞

出典 ： 中央大学理工学部河川・水門研究室による住民アンケート

※複数回答可

水防災意識社会再構築ビジョン (2015.12）

関東・東北豪雨を踏まえ、新たに「水防災意識社会 再構築ビジョン」として、全ての直轄河川とその沿川市町村
（109水系、730市町村）において、平成32年度目途に水防災意識社会を再構築する取組を行う。

＜ソフト対策＞・住民が自らリスクを察知し主体的に避難できるよう、より実効性のある「住民目線のソフト対策」
へ転換し、平成28年出水期までを目途に重点的に実施。

＜ハード対策＞・「洪水氾濫を未然に防ぐ対策」に加え、氾濫が発生した場合にも被害を軽減する
「危機管理型ハード対策」を導入し、平成32年度を目途に実施。

排水
門

主な対策 各地域において、河川管理者・都道府県・市町村等からなる協議会等を新たに設置して
減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一体的・計画的に推進する。

A市

B市

C町

D市

対策済みの堤防

氾濫ブロック
家屋倒壊等氾濫想定区域 ※

＜危機管理型ハード対策＞＜危機管理型ハード対策＞

○越水等が発生した場合でも決壊までの時

間を少しでも引き延ばすよう堤防構造を
工夫する対策の推進

天端のアスファルト等が、

越水による侵食から堤体を保護

（鳴瀬川水系吉田川、

平成27年9月関東・東北豪雨）

＜被害軽減を図るための堤防構造の工夫（対策例）＞

＜住民目線のソフト対策＞

○住民等の行動につながるリスク情
報の周知

・立ち退き避難が必要な家屋倒壊等氾
濫想定区域等の公表

・住民のとるべき行動を分かりやすく示し
たハザードマップへの改良

・不動産関連事業者への説明会の開催

○事前の行動計画作成、訓練の促
進

・タイムラインの策定

○避難行動のきっかけとなる情報を
リアルタイムで提供

・水位計やライブカメラの設置

・スマホ等によるプッシュ型の洪水予報等
の提供

＜洪水氾濫を未然に防ぐ対策＞

○優先的に整備が必要な区間において、
堤防のかさ上げや浸透対策などを実
施

横断図

ちょっ かつ か せん えん せん し ちょう そん

えっすい

のりうらひさい

ほうらく

てんば

えっすい

なるせがわすいけいよしだがわ

はんらん

はいすいもん

かがんしんしょく

※ 家屋の倒壊・流失をもたらすような堤防決壊

に伴う激しい氾濫流や河岸侵食が発生する
ことが想定される区域 16

水害リスク情報等の共有

要配慮者利用施設における確実な避難

治水対策の重点化と効率的な実施

土地利用のあり方

関係機関相互の連携と地方公共団体への支援

・平常時からの水害リスク情報の提供、緊急時の迅速な避難勧告等発
令のためのリアルタイムの水位情報等の提供が重要。

・水位観測等が十分に行われていない河川でも簡易な水位観測等の実施
浸水想定の提供等、水害リスク情報等をできる限り地域と共有。

・平常時から防災、福祉、医療等の各分野の関係者が、水害リスク情報を
理解した上で、それぞれがリスクへの対応を検討・実行することが重要。

・水害発生時の緊急対応、災害復旧、水防活動について、地方公共団体
への支援体制の構築などが急務。

・安全・安心の社会の構築に向けては国と地方公共団体がそれぞれの役
割を果たすだけではなく、総力を結集してその対応にあたることが重要。

・施設管理者等の水防災に関する理解を促進するための取組を河川管
理者と関係者が一体となって推進。

・入所者等の実態に応じた避難確保計画を事前に作成し、地域社会と連
携して訓練を実施するなど、日頃からの備えを徹底。

・地域の水害リスク情報の提供を積極的に進めるとともに、各地域におい
てリスクの程度を熟知し、平常時の利便性等も考慮の上、施設の立地に
ついて十分に検討。

「水防災意識社会」の再構築に向けた取組をさらに加速し、一体的に推進するとともに、具体的対策の内容の充実を図っていくことが重要

【一連の台風による被害の特徴】
○ 一級河川の支川や二級河川で甚大な被害が発生
○ 要配慮者の逃げ遅れによる被害が発生
○ 橋梁等のインフラや農業被害が復旧復興に深刻な影響

【気候変動・人口減少下における中
小河川等の現状】

○洪水などの自然災害に対して脆
弱な地域となっている

【水防災意識社会の再構築の有効性】

○ 国管理河川で効果発現、都道府県
管理河川でも同様の取り組みが有効

・輪中堤などの局所的な対応、既存ストックの有効活用を図ることが重要。
・関係者が連携し避難場所や避難路の整備を促進する取組が重要。
・連続盛土や自然地形等を活用し浸水被害の拡大を抑制することが重要。

『逃げ遅れの人的被害をゼロに』 『地域社会機能の継続性を確保する』
○水害リスク情報等を地域と共有することにより、要配慮者利用施設等を含めて命を守るための確実な避難を実現
○治水対策の重点化、集中化を進めるとともに、既存ストックの活用等、効率的・効果的な事業を推進し、被災すると

社会経済に大きな影響を与える施設や基盤の保全を図ること

河川管理者、地方公共団体、地域社会、企業等、関係者が相互に連携・支援し、総力を挙げて一体的に対応

中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方について【答申】 2017.1

「水防災意識社会」の再構築のための取組を拡大、充実

17

2016年8月小本川等の中小河川の激甚な被害を踏まえ

13 14
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受け身の個人 行動する個人へ
避難
決断

誘導
（二次元コード、共
通ハッシュタグ等）

個人
カスタマイズ

ブロード
キャスト型

従来 強化

公式アカウントで情報発信

気象・水害・土砂災害情報

Ａ：災害情報単純化プロジェクト 水害・土砂災害情報統合ポータルサイト、
情報の「ワンフレーズ・マルチキャスト」の推進等

緊急速報メール 等
（緊急速報メールの配信文例の統一化 等）

ネット情報

プル型
避難インフルエンサー

Ｅ：災害情報メディア
連携プロジェクト

Ｆ：地域コミュニティ
避難促進プロジェクト

Ｃ：災害リアリティー伝達プロジェクト

専門家の解説切迫した
カメラ映像

防災コラボチャンネル（CATV☓ローカルFM）

新聞（ハザードマップ掲載等）

Ｂ：災害情報我がことプロジェクト

Ｄ：災害時の意識転換
プロジェクト

プッシュ型（気付き）

住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト 取組概念図

ＴＶ・ラジオ・ＣＡＴＶ等

防災マイ・ページ
マイ・タイムライン等

Ｂ：災害情報我がことプロジェクト

19

１．避難ストレス
・ 避難に伴う様々な負荷
・ 避難行動の大変さ（避難準備、高齢者のいる所帯、幼児の所帯等 特に夜間は大変）
・ 自宅の防犯、ペット
・ 避難所の非快適性（プライバシー、睡眠、食事、持病のある人・・・）
・ 移動手段

２．避難するほうが安全か？
・ 避難経路の安全性、周辺浸水、道路不通
・ 避難所の安全性

３．自分に降りかかるリスクがわからない（住民の理解度の問題ではなく情報提供側の問題）
・ いろいろな警報等の情報が出るが、自分がどの程度危険かわからない
・ いろいろな情報がありすぎて、どの情報を基に何を考えれば良いかわからない
・ 気象警報等は広範囲に出るので、よもや自分のところが危険になるとは思わない
・ 避難勧告も避難指示もすべての人が必ず避難しないといけないわけではない ？？
・ 災害について知らない
・ 情報が伝わらない、避難勧告等の情報がうまく聞き取れない

４．経験の功罪
・ 自分たちの地域でのリスク発生状況、避難行動経験などは効果的
・ 過去の経験以上の現象が想像できない（これまでも警報が出ても自宅でやり過ごせた）

５．正常性バイアス

住民は何故避難しないのか

何のための情報かで

観測も含めデータの必要内容・必要精度は異なる

本来は、情報は判断･行動のためのもの = ユーザー側から検討すべき

観測デー
タの収集

予報・警報
・分析・加工
・リスク情報

情報の伝達
住民、関
係機関等

判断・行動
・避難
・財産保護
・水防活動
・施設操作

被害軽減の
ために必要
な行動

そのために
必要な情報
は何か

どのような加工
やシミュレーショ
ンが必要か

そのために
必要なデー
タは何か

（行政機関）

左から右への流れで検討しがち

伝えるではなく伝わる（受け手の判断・行動のための情報）

観 測

住民が受け取る避難行動などのための情報の種類

予 測

避難勧告・避難
指示を発令

わかりやすく
情報表示

１．現象についての事実情報（判断･行動の参考にする情報） 洪水：河川管理者が実施
地震･津波：気象庁が実施

２．避難行動を直接求める情報：避難勧告等（信号機型情報） 市町村が実施

避難すべきエリア
と開始時刻を検討

降雨量・河
川水位など

洪水予測
浸水区域予測

ウエブ（川の防災情報等 PC・スマホ）
TVデータ放送 アラームメール など

住 民

上記１の
情報

住 民

信号機型情報 その基となる情報ではなく、行動そのものを直接指示等するもの

赤信号だから止まる（車の通行が無くても = 背景となるリスクに関係なく）

※ 海外メディアでは、「車の通行が無くても赤信号で止まるのは世界で日本だけ」と紹介されている
※大切にしたい貴重な文化だが、自己のリスク認識・サバイバルの力が醸成されないおそれも

防災行政無線・広報車
・アラームメール など

（青字：洪水の場合）

常総市の住民へのヒアリング調査 （中央大学河川水文研究室）

<茨城県常総市>
人口：64,854人(23,349世帯)（平成27年10月1日現在）

浸水区域内人口:43,195人(常総市HPより集計)

浸水区域内世帯数:15,565軒(常総市HPより集計)

常総市の住民の避難者数:6,223人(中央防災会議資料)

最大浸水面積:約40㎢（国土地理院公表値）

調査期間：2015年11⽉21⽇-23⽇
調査員 ：２０名（学生）

調査対象：常総市内の浸水区域または
避難指示等が発令された
地区の住民

取得数 ：５１６件（均等分布での抽出）
調査方法:対面式でのヒアリング調査

2.5km

鬼怒川 １２：５０
決壊箇所

（三坂町左岸21K）

鬼怒川 ６：００
越水箇所

（若宮戸 左岸25K）

八間堀川
決壊箇所

常総市

⻤怒川本川
浸⽔区域

ヒアリング
実施箇所

＜常総市の年代構成と回答者の年代構成＞
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24

事前に等間隔で実施した氾濫シミュレーション（今回決壊部近傍のもの）

8時間ほどかけて市役所付近まで浸水拡大（今回の災害でもほぼ同じ結果）
堤防決壊直後には浸水していなくても、今後の浸水に備える判断材料に

（国土交通省資料から）

19 20

21 22

23 24



避難準備情報・避難勧告・避難指⽰の取得状況と避難状況(調査実施全域)

①「⾃主的に避難を開始した」件数が特に多かった時間は で⽰す6箇所．
②「避難に関する情報を取得した」件数が最も多かったのは9⽉10⽇2︓00．

25

鬼怒川

溢水箇所
(若宮戸 左岸25k)

鬼怒川

決壊箇所
(三坂町 左岸21k)

八間堀川
決壊箇所(左岸)

2.5km

ヒアリング実施箇所の区分図

A地区︓⻤怒川⾃然堤防の溢⽔箇所周辺（⺠地であり所有者により堤防掘削）

⾃主避難を始めた⼈が多いのは，
①「避難に関する情報を取得した」⼈が最も多かっ

た時刻(9/10 2︓00)の1時間後(9/10 3:00)
② 溢⽔時刻（9/10 6:00）より前に⾏動している。

26

河川増水によるリスクが日頃から認識されている地区
水位上昇情報と避難情報が相互に働き、迅速に避難

⾃主避難を開始した件数が多いのは，決壊時刻
(9/10 12:50)の直後(9/10 13︓00)である．

※「避難に関する情報を取得した」⼈が最も多かっ
た時刻(9/10 2:00)の11時間後である．）

鬼怒川

溢水箇所
(若宮戸 左岸25k)

鬼怒川

決壊箇所
(三坂町 左岸21k)

八間堀川
決壊箇所(左岸)

2.5km

ヒアリング実施箇所の区分図

B地区︓⻤怒川堤防の決壊箇所周辺

堤防はどこが決壊するか想像しづらく、堤防決壊後に避
難しはじめた人が多い（犠牲者もこの地区で発生）

鬼怒川

溢水箇所
(若宮戸 左岸25k)

鬼怒川

決壊箇所
(三坂町 左岸21k)

八間堀川
決壊箇所(左岸)

2.5km

ヒアリング実施箇所の区分図

⾃主的に避難を開始した件数が多いのは，
「避難に関する情報を取得した」⼈が最も多かっ
た時刻(9/10 13:00)の5時間後(9/10 18:00)

C地区︓⻤怒川堤防決壊箇所と⽔海道市街地の間

28

避難勧告等が発令されても、自分にリスクが降りか
かると認識できず、決壊した水が到達した頃に避難し
た人が多い

D地区︓⽔海道市街地周辺

⾃主的に避難を開始した件数が多いのは，
①決壊時刻（9/10 12:50）の約2時間後14:00
②翌⽇の9/11 12︓00である。

鬼怒川

溢水箇所
(若宮戸 左岸25k)

鬼怒川

決壊箇所
(三坂町 左岸21k)

八間堀川
決壊箇所(左岸)

2.5km

ヒアリング実施箇所の区分図

29

本川堤防決壊の水が来るとは思わず、他地区に比べ避
難した住民の比率は少ない。救助された人は最も多い。

自主的避難をした人は、八間堀川の内水氾濫による浸水
を契機、停電を契機（翌日）での避難がほとんど。

朝倉市

東峰村

2017.7 九州北部豪雨災害 （死者・行方不明者42名全半壊1432棟、浸水1661棟）

朝倉市長・東峰村長の要請を受け、九大・中大・河川情報センターで住民避難行動調査実施
RRIモデルによる流出解析と合わせ、同自治体の防災情報体制の改善策を検討中

25 26

27 28

29 30



9.9
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0.8

14.7
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13.2
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いた場所が被災したから

いた場所が被災する危険を感じたから

雨が強くなり怖くなったから

近隣の土砂の災害や浸水状況をみて

土砂災害の前兆現象※を見聞きして

川の水位が上がったのを見聞きして

大雨洪水警報を聞いて

大雨特別警報を聞いて

記録的短時間大雨情報を聞いて

土砂災害警戒情報を聞いて

気象庁の洪水警報の危険度分布を見て

避難準備情報が発令されたから

避難勧告が発令されたから

近隣の人や知人が避難したから

近隣の人・知人に避難を勧められたから

消防団・自治体職員に避難を勧められたから

サポーターに避難を勧められたから

停電したから

断水したから

携帯電話がつながらなくなったから

その他

（％）

N＝484

東峰村 避難したきっかけ

2017九州北部豪雨災害時の避難と情報に関する住民アンケート

居た場所周辺の状況がきっかけとなっている場合が多い
避難したきっかけ

2017九州北部豪雨災害時の避難と情報に関する住民アンケート

朝倉市 （中間整理段階）

22.7 

15.2 

4.5 

0.0 

13.6 

7.6 

9.1 

13.6 

4.5 

9.1 

0 5 10 15 20 25

いた場所に水や土砂が押し寄せてきた

から

近くで水害・土砂災害が発生したから

避難情報が発令されたから

気象警報などを見聞きしたから

近くの人などに避難を勧められたから

高齢者等がいるため早めに避難した

近くの川の水位が上昇したから

雨の降り方が激しかったから

水道が断水したから

その他

%

観 測

住民が受け取る避難行動などのための情報の種類

予 測

避難勧告・避難
指示を発令

わかりやすく
情報表示

１．現象についての事実情報（判断･行動の参考にする情報） 洪水：河川管理者が実施
地震･津波：気象庁が実施

２．避難行動を直接求める情報：避難勧告等（信号機型情報） 市町村が実施

避難すべきエリア
と開始時刻を検討

降雨量・河
川水位など

洪水予測
浸水区域予測

ウエブ（川の防災情報等 PC・スマホ）
TVデータ放送 アラームメール など

住 民

上記１の
情報

住 民

信号機型情報 その基となる情報ではなく、行動そのものを直接指示等するもの
赤信号だから止まる（車の通行が無くても = 背景となるリスクに関係なく）

防災行政無線・広報車
・アラームメール など

（青字：洪水の場合）

※ 住民の効果的で的確な避難のためには、１，２両方の情報提供・活用が重要
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